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電
子
帳
簿
保
存
制
度 

見
直
し
の
背
景

　

１
９
９
８
年
に
国
税
関
係
帳
簿
書
類

の
保
存
方
法
等
の
特
例
法
と
し
て
電
子

帳
簿
保
存
法
が
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

　

事
前
に
納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
の

承
認
を
受
け
れ
ば
、
税
法
で
書
面
で
保

存
す
る
こ
と
が
規
定
さ
れ
て
い
る
仕
訳

帳
等
の
帳
簿
デ
ー
タ
（
以
下
「
帳
簿
デ

ー
タ
」）
や
決
算
書
類
お
よ
び
発
行
書

類
控
え
な
ど
の
デ
ー
タ
（
以
下
「
書
類

デ
ー
タ
」）
を
、
一
定
の
要
件
の
下
で

デ
ー
タ
の
ま
ま
保
存
す
る
こ
と
が
可
能

に
な
り
ま
し
た
。

　

さ
ら
に
２
０
０
５
年
の
電
子
帳
簿
保

存
法
改
正
に
よ
り
、「
ス
キ
ャ
ナ
保
存

制
度
」
が
導
入
さ
れ
ま
し
た
。

　

こ
れ
に
よ
り
、
事
前
に
納
税
地
の
所

轄
税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
れ
ば
、
書

面
で
作
成
し
て
取
引
先
に
交
付
し
た
書

類
の
控
え
や
、
取
引
先
か
ら
書
面
で
受

け
取
っ
た
書
類
を
、
一
定
の
要
件
の
下

で
ス
キ
ャ
ナ
装
置
で
読
み
取
っ
た
画
像

デ
ー
タ
（
以
下
「
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー

タ
」）
と
し
て
保
存
し
、
紙
の
原
本
書

類
を
廃
棄
す
る
こ
と
が
可
能
に
な
り
ま

し
た
。

　

電
子
帳
簿
保
存
法
は
、
税
法
に
よ
り

書
面
で
保
存
が
義
務
付
け
ら
れ
て
い
る

帳
簿
や
書
類
を
、
デ
ー
タ
で
保
存
す
る

場
合
の
シ
ス
テ
ム
要
件
や
保
存
要
件
を

定
め
て
い
ま
す
が
、
事
業
者
が
ク
ラ
ウ

ド
シ
ス
テ
ム
な
ど
で
や
り
取
り
す
る
取

引
デ
ー
タ
や
メ
ー
ル
に
添
付
さ
れ
た
取

引
デ
ー
タ
な
ど
の
よ
う
に
、
電
磁
的
方

式
に
よ
り
授
受
す
る
取
引
情
報
（
以
下

「
電
子
取
引
デ
ー
タ
」）
の
保
存
義
務
を

定
め
た
法
律
で
も
あ
り
ま
す
。

　

電
子
帳
簿
保
存
法
上
の
帳
簿
書
類
等

の
分
類
は
表
１
の
と
お
り
で
す
。

　

特
に
「
ス
キ
ャ
ナ
保
存
制
度
」
に
つ

い
て
は
、
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
と
紙

の
証
憑
原
本
と
の
同
等
性
を
担
保
す
る

た
め
の
法
令
要
件
が
厳
格
で
あ
っ
た
た

め
、
事
務
負
担
等
を
考
え
る
と
な
か
な

か
制
度
利
用
に
踏
み
切
れ
な
い
事
業
者

が
多
く
、
そ
の
承
認
件
数
は
低
調
に
推

移
し
て
い
ま
し
た
。

　

こ
の
た
め
、
電
子
帳
簿
保
存
法
は
ス

キ
ャ
ナ
保
存
制
度
の
要
件
緩
和
を
中
心

と
し
て
、
こ
れ
ま
で
に
数
度
の
法
令
改

正
を
経
て
、
今
回
の
２
０
２
１
年
度
改

正
で
は
、「
帳
簿
デ
ー
タ
」「
書
類
デ
ー

タ
」
お
よ
び
「
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー

タ
」
の
事
前
承
認
制
度
そ
の
も
の
が
廃

止
と
な
り
ま
し
た
。

　

ま
た
、
そ
れ
以
外
に
も
各
法
令
要
件

に
係
る
見
直
し
が
行
な
わ
れ
て
い
ま
す

の
で
、
改
正
の
ポ
イ
ン
ト
に
つ
い
て
順

に
見
て
い
き
ま
す
。

2021年度の税制改正で、電子帳簿保存法の要件が緩和さ
れ、事前承認制度や適正事務処理要件の廃止などが行な
われました。そこで、この改正について解説します。

ＳＫＪ総合税理士事務所・SKJコンサルティング合同会社
税理士

坂本　真一郎
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「
帳
簿
デ
ー
タ
」お
よ
び「
書
類
デ
ー 

タ
」
に
係
る
法
令
要
件
の
見
直
し

⑴　

承
認
制
度
の
廃
止

　

改
正
後
は
、
国
税
関
係
帳
簿
書
類
を

デ
ー
タ
で
保
存
す
る
場
合
の
承
認
制
度

が
廃
止
さ
れ
、
所
轄
税
務
署
長
の
事
前

承
認
が
不
要
と
な
り
ま
し
た
。

⑵　

対
象
帳
簿
デ
ー
タ
の
二
分
化

　

対
象
帳
簿
デ
ー
タ
が
「
優
良
電
子
帳

簿
」
と
「
そ
の
他
の
電
子
帳
簿
」
に
二

分
化
さ
れ
ま
し
た
。

①　

優
良
電
子
帳
簿

　

改
正
前
と
同
等
の
法
令
要
件
を
満
た

し
た
う
え
で
備
付
け
お
よ
び
保
存
が
行

な
わ
れ
て
い
る
帳
簿
デ
ー
タ
に
つ
い
て

は
信
頼
性
の
高
い
電
子
帳
簿
（
以
下

「
優
良
電
子
帳
簿
」）
と
し
て
、
適
用
を

受
け
よ
う
と
す
る
事
業
年
度
に
係
る
確

定
申
告
書
の
法
定
申
告
期
限
ま
で
に
、

納
税
地
の
所
轄
税
務
署
長
に
所
定
の
届

出
書
を
提
出
し
た
場
合
に
は
、
当
該
優

良
電
子
帳
簿
に
記
載
さ
れ
て
い
る
事
項

に
関
連
し
て
過
少
申
告
が
あ
っ
た
場
合

に
、
過
少
申
告
加
算
税
が
５
％
軽
減
さ

れ
る
こ
と
と
な
り
ま
し
た
。

②　

そ
の
他
の
電
子
帳
簿

　

従
来
の
帳
簿
デ
ー
タ
の
要
件
は
、
①

の
優
良
電
子
帳
簿
と
同
等
の
要
件
の
み

が
定
め
ら
れ
て
い
ま
し
た
が
、
会
計
帳

簿
ソ
フ
ト
等
の
操
作
説
明
書
や
デ
ィ
ス

プ
レ
イ
モ
ニ
タ
ー
等
の
備
付
け
、
税
務

調
査
等
に
お
け
る
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
デ
ー

タ
の
提
供
等
の
最
低
限
の
法
令
要
件
を

満
た
し
た
う
え
で
、
正
規
の
簿
記
の
原

則
に
し
た
が
っ
て
備
付
け
お
よ
び
保
存

が
行
な
わ
れ
て
い
る
電
子
帳
簿
（
以
下

「
そ
の
他
の
電
子
帳
簿
」）
に
つ
い
て

も
、
デ
ー
タ
に
よ
る
保
存
が
可
能
と
な

り
ま
し
た
。

⑶　

帳
簿
デ
ー
タ
お
よ
び
書
類
デ
ー
タ

の
検
索
要
件
の
緩
和

①　

優
良
電
子
帳
簿
の
検
索
要
件

　

優
良
電
子
帳
簿
デ
ー
タ
の
検
索
に
必

要
な
項
目
が
「
取
引
年
月
日
、
取
引
金

額
、
取
引
先
名
称
」
の
３
項
目
に
限
定

表１　電子帳簿保存法上の帳簿書類等の分類と保存要件

表２　「帳簿データ（優良・その他）」「書類データ」の改正後の保存要件

要 件 項 目 要 件 概 要
要件充足（※）
帳 簿 書 類優良 その他

訂正削除履歴の確保 記録事項の訂正・削除・追加の事実および内容を確認できるシステ
ムを使用すること 〇

相互関連性の確保 電子化した帳簿と関連するほかの帳簿との間で、相互にその記録事
項の関連性を確認できること 〇

関係書類等の
備付け

以下の書類を備え付けること
・システム概要書類（自社開発システムの場合）
・システム開発関係書類（自社開発システムの場合）
・システム操作説明書
・�帳簿の電子計算機処理ならびに帳簿データの備付けおよび保存に
関する事務手続きを明らかにした書類（業務委託契約書等を含
む）

〇 〇 〇

見読可能装置の
備付け

保存場所に、電子計算機（パソコン等）、プログラム、ディスプレ
イ、プリンタおよび操作マニュアル等を備え付け、整然・明瞭な状
態で速やかに出力できること

〇 〇 〇

検索機能の確保

「取引年月日」「取引金額」「取引先名称」で検索できること（「書類」の場
合、「取引年月日その他の日付」で検索できること） 〇

△「日付」「金額」の範囲指定検索、複数の項目の組合せ検索ができること　
（「書類」の場合、日付の範囲指定検索ができること） △
税務調査等においてダウンロードデータを提供等できること △ 〇 △

※�「優良電子帳簿」に係る過少申告加算税の軽減措置を受ける場合には、所轄税務署長に所定の届出書の提出
が必要

帳簿書類等の分類 帳簿書類等の例示 保存要件 改正後の手続き

国税関係帳簿 会計システム等で作成する
仕訳帳・総勘定元帳

自己が作成したデータを
「帳簿データ」の要件（表
２）を満たして保存する

所轄税務署長の
事前承認の廃止

（※）

国
税
関
係
書
類

決算関係書類 会計システム等で作成する
損益計算書・貸借対照表 自己が作成したデータを

「書類データ」の要件（表
２）を満たして保存する

取
引
関
係
書
類

発行書類控

会計システム等で作成し、
書面で発行する請求書の控
え（データ）

書面で作成し、書面で発行
する請求書の控え（書面） 書面をスキャニングしたデ

ータを「スキャナ保存デー
タ」の要件を満たして保存
する受領書類 書面で受領する

請求書、領収書

電子取引
・�クラウドシステム上で授
受する請求書データ
・�メールの添付ファイル�
として授受する見積書データ

データの送受信者双方とも
授受した電子取引データを
「電子取引データ」の要件を
満たして保存する

（従来より）事前手続き不要
すべての保存義務者が
法令要件を満たして

データで保存する義務あり

※�「要件充足」欄…�「〇」印は、当該帳簿データまたは書類データの保存義務者が充足すべき必須要件　
「△」印は、並列する要件のうちいずれか１つの要件を充足するべきもの
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へ
の
自
署
も
要
件
か
ら
外
れ
ま
し
た
。

⑶　

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
措
置
の
緩
和

　

書
類
の
ス
キ
ャ
ナ
保
存
を
行
な
う
場

合
に
は
、
原
則
と
し
て
ス
キ
ャ
ナ
保
存

デ
ー
タ
に
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
与
す

る
こ
と
が
要
件
と
さ
れ
て
い
ま
す
が
、

入
力
期
限
内
に
入
力
し
た
日
時
を
Ｎ
Ｔ

Ｐ
サ
ー
バ
と
同
期
す
る
こ
と
な
ど
に
よ

り
客
観
的
に
確
認
す
る
こ
と
が
で
き
、

そ
れ
以
降
入
力
デ
ー
タ
が
改
変
さ
れ
て

い
な
い
こ
と
な
ど
を
証
明
で
き
る
場
合

に
は
、
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
に
タ
イ

ム
ス
タ
ン
プ
を
付
与
す
る
措
置
は
不
要

と
さ
れ
ま
し
た
。

⑷　

適
正
事
務
処
理
要
件
の
廃
止

　

紙
の
原
本
書
類
と
ス
キ
ャ
ナ
保
存
し

た
デ
ー
タ
と
の
同
一
性
を
チ
ェ
ッ
ク
す

る
た
め
の
仕
組
み
と
し
て
法
令
上
要
求

さ
れ
て
い
た
「
適
正
事
務
処
理
要
件

（
相
互
け
ん
制
・
定
期
検
査
・
改
善
体

制
）」
が
廃
止
さ
れ
、
書
類
の
受
領
者

等
が
原
本
書
類
が
正
し
く
ス
キ
ャ
ニ
ン

グ
さ
れ
て
い
る
こ
と
を
確
認
す
れ
ば
、

直
ち
に
原
本
書
類
を
廃
棄
す
る
こ
と
が

可
能
と
な
り
ま
し
た
。

⑸　

検
索
要
件
の
緩
和

　

検
索
項
目
が
「
取
引
年
月
日
、
取
引

金
額
、
取
引
先
名
称
」
に
限
定
さ
れ
、

税
務
調
査
等
に
お
い
て
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

デ
ー
タ
を
提
供
等
で
き
る
場
合
に
は

「
日
付
・
金
額
の
範
囲
指
定
検
索
」「
複

数
項
目
の
組
合
せ
検
索
」
が
不
要
と
な

り
ま
し
た
。

⑹　

適
用
開
始
時
期

　

改
正
後
の
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
の

法
令
要
件
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
２
年

１
月
１
日
以
降
保
存
す
る
ス
キ
ャ
ナ
保

存
デ
ー
タ
か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

「
電
子
取
引
デ
ー
タ
」
に
係
る 

法
令
要
件
の
見
直
し

⑴　

電
子
取
引
デ
ー
タ
の
書
面
出
力
保

存
不
可

　

所
得
税
法
お
よ
び
法
人
税
法
の
保
存

義
務
者
に
つ
い
て
、
２
０
２
１
年
度
改

正
後
は
、
災
害
等
や
む
を
得
な
い
事
情

が
あ
る
場
合
を
除
き
、
電
子
取
引
デ
ー

タ
の
書
面
出
力
保
存
は
認
め
ら
れ
な
く

な
り
ま
し
た
。
一
方
で
、
消
費
税
法
上

は
、
そ
の
保
存
の
有
無
が
税
額
計
算
に

直
接
影
響
を
及
ぼ
す
た
め
、
改
正
後
も

引
き
続
き
書
面
に
出
力
し
て
保
存
す
る

こ
と
を
認
め
て
い
ま
す
。

　

こ
の
点
に
つ
い
て
、
根
拠
法
令
に
よ

り
取
扱
い
が
異
な
っ
て
お
り
、
消
費
税

の
課
税
事
業
者
か
ら
み
る
と
戸
惑
う
と

こ
ろ
で
す
が
、
電
子
取
引
デ
ー
タ
を
要

さ
れ
、
税
務
調
査
等
に
お
い
て
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
デ
ー
タ
を
提
供
等
で
き
る
場
合

に
は
「
日
付
・
金
額
の
範
囲
指
定
検

索
」
お
よ
び
「
複
数
項
目
の
組
合
せ
検

索
」
が
不
要
と
な
り
ま
し
た
。

②　

そ
の
他
の
電
子
帳
簿
の
検
索
要
件

　

そ
の
他
の
電
子
帳
簿
に
つ
い
て
は
、

税
務
調
査
等
に
お
け
る
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド

デ
ー
タ
の
提
供
等
が
必
須
と
な
り
、
当

該
デ
ー
タ
を
活
用
す
る
こ
と
で
デ
ー
タ

抽
出
等
が
可
能
と
な
る
こ
と
か
ら
、
検

索
要
件
は
不
要
と
さ
れ
ま
し
た
。

③　

書
類
デ
ー
タ
の
検
索
要
件

　

書
類
デ
ー
タ
に
つ
い
て
は
、「
取
引

年
月
日
で
検
索
で
き
る
こ
と
」
お
よ
び

「
日
付
の
範
囲
指
定
検
索
が
で
き
る
こ

と
」
が
従
来
か
ら
の
検
索
要
件
で
す

が
、
税
務
調
査
等
に
お
い
て
ダ
ウ
ン
ロ

ー
ド
デ
ー
タ
を
提
供
等
で
き
る
場
合
に

は
、
こ
れ
ら
の
検
索
要
件
は
不
要
と
な

り
ま
し
た
。
帳
簿
デ
ー
タ
、
書
類
デ
ー

タ
の
改
正
後
の
保
存
要
件
は
、
前
㌻
表

２
の
と
お
り
で
す
。

⑷　

適
用
開
始
時
期

　

改
正
後
の
帳
簿
デ
ー
タ
お
よ
び
書
類

デ
ー
タ
の
法
令
要
件
に
つ
い
て
は
、
２

０
２
２
年
１
月
１
日
以
降
備
付
け
を
開

始
す
る
事
業
年
度
に
係
る
帳
簿
デ
ー
タ

お
よ
び
２
０
２
２
年
１
月
１
日
以
降
保

存
す
る
書
類
デ
ー
タ
か
ら
適
用
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。

「
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
」に
係
る 

法
令
要
件
の
見
直
し

⑴　

承
認
制
度
の
廃
止

　

改
正
後
は
、
国
税
関
係
帳
簿
書
類
を

デ
ー
タ
で
保
存
す
る
場
合
の
承
認
制
度

が
廃
止
さ
れ
、
事
前
に
納
税
地
の
所
轄

税
務
署
長
の
承
認
を
受
け
る
こ
と
が
不

要
と
な
り
ま
し
た
。

⑵　

入
力
期
限
等
の
緩
和

　

改
正
前
は
、
領
収
書
等
の
国
税
関
係

書
類
（
以
下
「
書
類
」）
の
受
領
者
が

書
類
を
ス
キ
ャ
ナ
で
読
み
取
る
場
合
に

は
、
①
受
領
し
た
書
類
に
自
署
を
行
な

い
、
②
ス
マ
ー
ト
フ
ォ
ン
で
撮
影
ま
た

は
複
合
機
等
で
ス
キ
ャ
ニ
ン
グ
し
て
、

③
当
該
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
に
タ
イ

ム
ス
タ
ン
プ
を
付
与
す
る
ま
で
の
作
業

を
、
書
類
を
受
領
し
た
後
「
特
に
速
や

か
に
（
お
お
む
ね
３
営
業
日
以
内
）」

行
な
う
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
し
た
。

　

改
正
後
は
、
書
類
の
受
領
者
が
ス
キ

ャ
ナ
で
読
み
取
る
入
力
期
限
で
あ
っ
た

「
特
に
速
や
か
に
」
が
廃
止
さ
れ
、
書

類
を
受
領
し
た
後
、
最
長
で
「
業
務
サ

イ
ク
ル
後
速
や
か
に
（
２
か
月
と
お
お

む
ね
７
営
業
日
以
内
）」
入
力
を
行
な

う
こ
と
が
可
能
と
な
り
、
ま
た
、
書
類
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さ
か
も
と　

し
ん
い
ち
ろ
う　

都
内
税
務
署
・
国
税
局
調
査
部
・
国
税
庁
等
の
勤
務
を
経
て
税
理
士
登
録
。
現
在
、
Ｓ
Ｋ
Ｊ
総

合
税
理
士
事
務
所
に
て
、
税
務
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
の
ほ
か
、
企
業
の
文
書
電
子
化
コ
ン
サ
ル
テ
ィ
ン
グ
を
行
な
っ
て
い
る
。

件
に
し
た
が
っ
て
保
存
せ
ず
書
面
出
力

し
た
も
の
の
み
を
保
存
し
た
場
合
に

は
、
所
得
税
法
お
よ
び
法
人
税
法
上
の

保
存
義
務
違
反
と
な
り
青
色
申
告
承
認

取
消
の
対
象
と
な
り
得
る
た
め
、
電
子

取
引
デ
ー
タ
の
要
件
を
満
た
し
た
う
え

で
デ
ー
タ
で
保
存
す
る
こ
と
を
検
討
す

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

⑵　

タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
の
付
与
期
限
の

緩
和

　

電
子
取
引
デ
ー
タ
の
授
受
後
に
タ
イ

ム
ス
タ
ン
プ
を
付
与
す
る
場
合
の
期
限

が
緩
和
さ
れ
、
デ
ー
タ
の
授
受
後
「
業

務
サ
イ
ク
ル
後
速
や
か
に
（
最
長
で
約

２
か
月
と
お
お
む
ね
７
営
業
日
以

内
）」
タ
イ
ム
ス
タ
ン
プ
を
付
与
す
る

こ
と
と
さ
れ
ま
し
た
。

⑶　

検
索
要
件
の
緩
和

　

検
索
項
目
が
、「
取
引
年
月
日
」「
取

引
金
額
」「
取
引
先
名
称
」
に
限
定
さ

れ
、
税
務
調
査
等
に
お
い
て
ダ
ウ
ン
ロ

ー
ド
デ
ー
タ
を
提
供
等
で
き
る
場
合
に

は
「
日
付
・
金
額
の
範
囲
指
定
検
索
」

「
複
数
項
目
の
組
合
せ
検
索
」
が
不
要

と
な
り
ま
し
た
。

　

な
お
、
基
準
期
間
（
前
々
年
）
の
売

上
が
１
０
０
０
万
円
以
下
の
小
規
模
事

業
者
が
税
務
調
査
等
に
お
い
て
ダ
ウ
ン

ロ
ー
ド
デ
ー
タ
を
提
供
等
で
き
る
場
合

の
軽
減
措
置
の
適
用
は
あ
り
ま
せ
ん
。

　

そ
の
ほ
か
、
個
人
の
青
色
申
告
者

が
、
優
良
電
子
帳
簿
の
要
件
を
満
た
し

て
帳
簿
デ
ー
タ
を
保
存
し
、
所
定
の
届

出
書
を
提
出
し
て
い
る
場
合
に
は
、
青

色
申
告
特
別
控
除
額
が
10
万
円
上
乗
せ

さ
れ
65
万
円
と
な
り
ま
し
た
。

⑵　

ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
・
電
子
取

引
デ
ー
タ
に
法
令
要
件
違
反
や
不
正

が
あ
っ
た
場
合
の
取
扱
い

　

ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
や
電
子
取
引

デ
ー
タ
に
つ
い
て
、
災
害
等
や
む
を
得

な
い
事
情
が
あ
る
場
合
を
除
き
、
法
令

要
件
を
満
た
し
て
保
存
す
る
こ
と
が
で

き
な
か
っ
た
場
合
の
当
該
デ
ー
タ
に
つ

い
て
は
、
税
法
上
の
保
存
書
類
と
し
て

取
り
扱
わ
れ
な
い
こ
と
と
な
り
ま
す
の

で
注
意
が
必
要
で
す
（
こ
の
場
合
で
あ

っ
て
も
当
該
デ
ー
タ
を
保
存
す
る
必
要

は
あ
り
ま
す
）。

　

ま
た
、
ス
キ
ャ
ナ
保
存
デ
ー
タ
や
電

子
取
引
デ
ー
タ
に
記
録
さ
れ
た
事
項
等

に
隠
ぺ
い
ま
た
は
仮
装
に
よ
る
不
正
事

実
が
確
認
さ
れ
た
場
合
に
は
、
対
象
税

額
に
係
る
重
加
算
税
が
さ
ら
に
10
％
加

重
さ
れ
ま
す
。

⑶　

適
用
開
始
時
期

　

前
述
の
う
ち
、
過
少
申
告
加
算
税
の

軽
減
措
置
お
よ
び
重
加
算
税
の
加
重
措

置
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
２
年
１
月
１

日
以
降
、
法
定
申
告
期
限
が
到
来
す
る

事
業
年
度
に
係
る
デ
ー
タ
を
対
象
と
し

て
適
用
さ
れ
ま
す
。

　

ま
た
、
法
令
要
件
違
反
が
あ
っ
た
場

合
の
取
扱
い
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
２

年
１
月
１
日
以
降
保
存
す
る
ス
キ
ャ
ナ

保
存
デ
ー
タ
お
よ
び
同
日
以
降
授
受
す

る
電
子
取
引
デ
ー
タ
か
ら
適
用
さ
れ
る

こ
と
に
な
り
ま
す
。◇

　

事
前
承
認
制
度
が
廃
止
さ
れ
る
こ
と

に
よ
り
、
各
事
業
者
の
採
用
す
る
シ
ス

テ
ム
や
運
用
方
法
等
が
電
子
帳
簿
保
存

法
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
か
、
国
税

当
局
の
事
前
確
認
を
受
け
る
こ
と
な
く

電
子
化
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
か
ら
、
今

後
は
、
税
務
調
査
に
お
い
て
法
令
要
件

違
反
を
初
め
て
指
摘
さ
れ
る
と
い
う
ケ

ー
ス
も
増
え
る
と
思
わ
れ
ま
す
。

　

特
に
、
２
０
２
２
年
１
月
以
降
は
電

子
取
引
デ
ー
タ
を
法
令
要
件
ど
お
り
に

デ
ー
タ
で
保
存
す
る
こ
と
が
厳
に
求
め

ら
れ
ま
す
の
で
、
事
業
規
模
等
に
応
じ

て
業
務
処
理
プ
ロ
セ
ス
の
見
直
し
や
社

内
ル
ー
ル
の
再
整
備
を
行
な
い
、
必
要

に
応
じ
て
Ｊ
Ｉ
Ｉ
Ｍ
Ａ
（
公
益
社
団
法

人
日
本
文
書
情
報
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
協

会
）
に
よ
り
認
証
さ
れ
た
ソ
フ
ト
ウ
ェ

ア
な
ど
法
令
に
準
拠
し
た
シ
ス
テ
ム
の

導
入
等
も
検
討
す
べ
き
で
し
ょ
う
。�

●▲

に
は
、
す
べ
て
の
検
索
要
件
が
不
要
と

な
り
ま
す
。

⑷　

適
用
開
始
時
期

　

改
正
後
の
電
子
取
引
デ
ー
タ
の
法
令

要
件
に
つ
い
て
は
、
２
０
２
２
年
１
月

１
日
以
降
授
受
す
る
電
子
取
引
デ
ー
タ

か
ら
適
用
さ
れ
ま
す
。

イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
措
置
や 

そ
の
他
の
取
扱
い

⑴　

優
良
電
子
帳
簿
の
過
少
申
告
加
算

税
の
軽
減
措
置
に
つ
い
て

　

前
述
し
た
優
良
電
子
帳
簿
に
係
る
過

少
申
告
加
算
税
の
軽
減
措
置
の
適
用
に

あ
た
っ
て
は
、
仕
訳
帳
、
総
勘
定
元
帳

等
の
法
令
上
保
存
が
必
要
な
す
べ
て
の

帳
簿
が
優
良
電
子
帳
簿
の
要
件
を
満
た

し
て
い
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

た
と
え
ば
、
売
上
や
仕
入
に
つ
い
て

集
計
後
の
金
額
で
仕
訳
入
力
し
て
い
る

場
合
に
は
、
仕
訳
帳
、
総
勘
定
元
帳
だ

け
で
な
く
、
個
々
の
売
上
明
細
や
仕
入

明
細
が
入
力
さ
れ
て
い
る
売
上
帳
、
仕

入
帳
等
の
帳
簿
デ
ー
タ
も
含
め
て
優
良

電
子
帳
簿
の
要
件
を
満
た
し
て
い
る
必

要
が
あ
り
ま
す
。

　

ま
た
、
過
少
申
告
に
係
る
修
正
申

告
・
更
正
に
重
加
算
税
対
象
が
含
ま
れ

て
い
る
場
合
に
は
、
過
少
申
告
加
算
税


